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要旨
本レポートは、現在の深刻な日本の経済状況をどうすれば打開することができるかを考察するものである。結論として、レーガノミクスを参考にした経済構造改革を軸に、税制改革として、企業の地方税負担、累進課税の見直し、規制の側面からは、消費者保護の目的から外れた規制の撤廃、そして、構造改革における負の部分の緩和策として、セーフティーネットの確立の重要性を述べる。後半は、日本の経済戦略を国際的な視点から考察する。同時に、本レポートの総括として今後の日本の方向性についての考察を行いたい。
（１）　レーガン政権の経済政策
アジア太平洋地域の経済成長は著しい。その中で日本が果たすべき役割は大きいのであるが、国内を見た場合、このような状態でその役割がつとまるのであろうか。どうすれば日本が再生するかを考察したい。
日本経済を活力あるものにするために、レーガンが行った改革を参考にしたい。なぜなら、今の日本に必要なのは、世界規模で勝ち抜くことができる企業を作ることと、企業の独占を助長しているような規制をなくすことだからである。そのため、徹底した規制緩和と制度見直しを行い、現在のアメリカの繁栄の基盤を築いたレーガンの政策をモデルにした経済再建計画を考える必要があるのではないだろうか。
冒頭で述べた、レーガノミクスとは、８０年代にレーガン大統領が行った規制の緩和、経済再建、福祉政策の見直しを行い『強いアメリカ』を築こうとした構造改革のことである。現在の日本経済は、必ずしも当時のアメリカ経済と一致するわけではないが、大いに参考にすべき改革ではないだろうか。ただし、先ほど述べたように、８０年代のアメリカと今の日本では多少状況も異なる。今の日本には資本は豊富にある。
だが、企業減税など、サプライサイドを意識した税制改革は重要ではないだろうか。サプライサイドとは、生産能力を高め、モノの価格を下落させ、そして、消費意欲を拡大させる、つまり、需要拡大がさらに生産意欲を高めていく過程を繰り返すことである。サプライサイド政策によって、資本・労働・技術の質を高め、投入要素を強化することで生産が高まる。生産が高まれば、我々の所得は増える。それによって消費や投資も増える。供給の拡大は需要の増大に繋がる。
だが、改革については『日本の改革をEUや北欧諸国に見習え』という意見もある。しかし、EUや北欧諸国に見られるような福祉国家は現在、税制などで福祉政策の見直しを行っている。また、福祉国家に見られる現象として累進課税と大幅な消費税増税により、納税者の負担は増し、政府の機能が肥大化することで多くの無駄が生まれている。このことから、福祉国家の建設は財政難に悩んでいる今の日本にはさらに負担になるだけではないだろうか。現在は福祉国家を目標とする国家建設は行うべきではない。
　さらに重要なことは、これから述べる経済構造改革は財政再建にも繋がるということである。それは、これから示す経済再建計画は、景気が回復して消費が大きくなり、それが企業の収益に繋がり、政府は消費税、法人税の税収が増大し、財政を再建することができるからである。レーガンはこのやり方で経済再建と財政再建を同時に行った。
ここではレーガンが行った数々の政策の中でも日本の経済構造改革にとって有益なヒントを与えてくれる税制改革について考察したい。
レーガンの税制改革のポイントは、減税を行うことで消費のインセンティブが与えられると、国民の収入増がもたらされ、それがひいては税収増につながるとの考え方に基づいた政策である点だ。
１所得税減税　それまでの14％～70％の税率は、減税措置後には10％～50％になった。
２投資減税　　投資資産の減価償却の短縮をはかった投資減税の規模は、81年度は約25億ドル、82年度は約97億ドル、83年度は約186億ドルであった。

　法人税、個人所得の税率の引き下げは、消費、投資、貯蓄を促すことが目的であった。そして、キャピタル・ゲイン税率の引き下げも行われた。これは企業家精神を奮い立たせ、ベンチャー企業の設立、新たな雇用を生み出すことが目的であった。また、ベンチャー企業に投資する側にとっては、キャピタル・ゲイン税率の引き下げは、企業の設立、ベンチャー企業という大きなリスク（倒産・合併など、株主が損失をこうむる事態）に対する報酬は高いということを認識させた。さらに、これらの企業の競争を活発にするために規制の緩和も行われた。これによってアメリカでは資本や労働力の再配分が行われた。

レーガンの税制改革は、サプライサイドを重要視した税制改革であった。そして、競争のために起こった技術の向上は、多くの中小ベンチャー企業を創出させた。これらの一連の改革は、アメリカ経済の復活とグローバリゼーションという結果をもたらした。
だが雇用の面からは、こうした規制緩和は、市場への新規参入を促すため既存企業の従業員の解雇を促進させた。短期的には雇用の減少であった。しかし、その後、規制緩和によって生産性が上昇し、長期的には雇用の創出に大きな貢献をした。
次に、レーガンがこのような政策を貫いた背景を述べる。レーガノミクスにはマネタリストの理論を重視するという背景があった。これは当時のアメリカにおいて経済理論の中心になっていたケインズ経済学がもはやアメリカを救ってくれる見込みがなかったからだと考えられる。ケインジアンの理論の中核であった、公共投資（公共事業）を増やしても雇用や賃金が上昇しなかったからだ。
そこで登場したのがサプライサイド・エコノミクスであった。レーガンはこれによって消費性向を上昇させ、景気を回復させようと考えていた。レーガンは減税を行い、企業投資を促進させることによって、供給力、生産力の拡大を目指した。
レーガノミクスの結果は次のとおりである。アメリカは当初、財政赤字と貿易赤字という二つの赤字、いわゆる『双子の赤字』に苦しんだが、減税は労働者の労働意欲を奮い立たせ、民間部門で競争を通じた効率化や技術の向上をもたらし、非製造業を中心に多くのベンチャー企業の創出（マイクロソフト、Amazonなど）に繋がり、90年代の景気回復・拡大、そしてグローバルスタンダードの原動力の1つになった。レーガノミクスは今のアメリカの繁栄に直結した政策であったのではないだろうか。
では、これを踏まえて、日本はどのようなことをすればよいのか。ここからは私が考える経済構造改革に必要なものを述べたい。ここでのポイントは、経済力を決定する要因は企業の『資本』『労働力』『技術』と政府の税制と労働力という３つの要素であるということだ。ここで、日本の経済を回復させるために必要なものを列挙する。
①日本の景気回復に必要なものは自由な経済と競合する企業に勝つことができる強い企業
②日本企業の地方税負担を見直し
③日本の財政再建(経済政策)に必要なものは競争に勝った勝者に優しい税制
④業者を保護している規制の緩和(消費者保護の目的から外れたもの)

⑤セーフティーネットの確立
（２）　① と②の強い企業と税制改正について
日本経済の復活には強い企業を作らなければならない。強い企業とはどのような企業だろうか。それは、大きな資本と、質の高い労働者、競合する企業より高度な技術を持っている企業のことではないだろうか。そのうち資本獲得と労働者獲得は企業側の問題であるから、社債の発行、資本の増強を促すためのキャピタル・ゲイン減税の推進、質の高い労働者獲得のために企業と大学の結びつきを強める動きを推進することで解決したい。
しかし、技術開発は、資本獲得や労働者獲得などの企業の努力が重視される場合とは違い、国の税制が深く関係している。技術開発に必要なものは資金と人材である。このうち人材は企業側の問題であるが、資金の一部は法人税として国と地方に持っていかれる。しかもその額が他国より高い。これは技術開発を阻害し、競争力の低下を引き起こす。一方、他国は企業に対して日本より優しい税制で対応している。このことにおける各国の目的は定かではないが、結果として、それは企業の技術開発と国際競争力を強めることに直結している。
近年、規制緩和によって競争力をつけた外国企業が日本に進出してきた。日本企業が競争に勝つには、日本も規制を緩和し、競争力をつけるしかない。
競争力は重要である。なぜなら、現在は企業の規模が大きくなればなるほど、経営がグローバルになり、外国企業との競争も激しく、大企業の下請けの中小企業に与える影響も大きいからだ。 外国企業の進出が日本経済や私たちの生活に与える影響は大きい。
日本企業の国際競争力がなくなると相対的に外国企業の力が強くなり、日本企業が弱くなる。こうなったら、日本企業の業績は悪化し、下請けにそのしわ寄せがいく。業績が悪化すると、企業の生産力が低下し、安定して製品供給ができなくなる。さらに、業績が悪化するということは、企業の利潤が減少するということでもある。設備投資もできなくなる。雇用の面でも影響がでてくる。これでは、強い企業を作ることも、経済再建を実行することもできない。
政府が、経済再建をするために国際競争力をつけるための技術開発を助長させることは重要ではないだろうか。法人税税負担を少し軽減し、企業により多くの資金を残すことが技術開発につながる。それは企業の競争力をつけることと、業績アップをもたらし、さらに、国は最終的に、法人税の税収アップという形で税収を得ることもできる。そこで、現在の日本における法人税のあり方について考察したい。まず、図1、図2を見ていただきたい。
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図1、図2から分かることは、日本の地方税負担がアメリカ、イギリスより重いことと、地方自治体の法人税による税収が消費税収入の2倍以上であるということである。
これでは、日本企業同士の技術開発競争なら同じ土俵に立てるが、他国の企業との技術開発競争には不利である。経済のグローバル化によって、企業規模が大きくなればなるほど国際競争力というものが重視される。日本企業の資本獲得能力、労働者の質は特に問題ないだろうが、技術開発で差をつけられると相対的に国際競争力が低下し、国内の経済は活力を失うことになる。財務省の法人税のデータを見る限りでは、国税の税率は世界最低水準なので負担軽減は難しそうであるが、地方税の負担軽減はできそうである。したがって、この地方税負担を軽減する必要があるのではないだろうか。
では、対策としてこれを半分にするのはどうだろうか。なぜかというと、本来ならイギリスのように0％にすべきなのだろうが、急激にこれを行うと、地方の予算の埋め合わせが大変になるからである。現時点では50％カットで対応したい。表を見ても分かるように法人税関係における地方の税収は約７兆円である。これを３兆円にしたい。企業側は４兆円を技術開発や設備投資に消費することができる。
だが、地方にとっては４兆円の減収である。 もちろん、その埋め合わせもしなければならない。それにはこれから示すA、B、Cの三つの選択肢とこれら組み合わせがある。A消費税の２％税率アップ、B政府の歳出削減、C国債発行である。この３つで対応するのが最も早く行える。Aでやろうとすると、表にもあるように、現在の消費税による税収は10兆円である。5％で10兆円なので、1％では2兆円である。つまり、消費税率2％の増税でこの埋め合わせができる。現在の消費税率は5％であるがそのうち1％は地方消費税として地方にいっている。税率を７%にして、地方消費税を3％にすることで埋め合わせを行いたい。
しかし、これだと単なる増税になってしまい、今まで述べてきた減税を中心とする経済政策には逆行してしまう。それで短期的に大規模な所得税を減税したい。これは、消費税率が上がると消費意欲が低下するための対策で、目的は消費性向を向上させることにある。現在の所得税の税収は約17兆円である。これを4兆円減税することで対応したい。所得税の税収は17兆円から13兆円になり約20％の減税である。これで消費性向を向上させたい。
ポイントは、この減税は短期的な減税であるので、中・低所得者層に優遇した減税であることである。購買力が小さい所得層に消費インセンティブを与えることで消費性向を引き上げたい。
しかし、これでは±０で意味がない。そこで、政府の徹底的な緊縮財政が要求される。結局のところはＢの政府の緊縮財政にかかっている。政府には必要性のない公共事業や肥大化した福祉政策を見直すことで何とか4兆円、できればそれ以上を確保してもらいたい。必要のない公共事業や福祉政策の例を挙げると限りがないのでここでは具体的に示さないが、歳出削減は徹底的に行っていただきたい。これができるかどうかが税制改革の大きな分岐点になる。
もし、全力を尽くしても４兆円を節約することができない場合、あるいは、消費税の税率７％化が実現できない場合は、最終手段のＣ国債発行もしかたない。そのときの注意点は、この国債は、減税の埋め合わせをするために発行するということである。税収の増大＝経済成長という目的のために発行される最小限の国債や、短期的な財政赤字は仕方のないことではないだろうか。
本来なら、政府が財政出動を控え4兆円以上の出費をなくせば増税も減税もすることなくこの目的を達成することができるのだが、なぜ消費税の増税と所得税の減税という分かりにくい税制改革を示したのか。それはこれを期に政府の税収を所得税中心から消費税中心にしたかったからである。
消費税を増税することは、今までよりさらに一人一人公平に税金を負担してもらうことになる。道路の使用や救急車の出動など、国民一人一人が税金によって受けるサービスはみな等しいのだから、当然、払う税金も平等であるべきだ、ということである。そして、所得税を減税することによって、消費と投資意欲を向上させる。これで、企業の技術開発と平等な税制、そして、消費意欲を向上させるという3つのことを一度にやりたかったからである。
しかし、『いくら所得税を減税しても、消費税が上げれば消費意欲は向上しない』という考えも存在する。確かに消費税が上がれば消費意欲は少なくなる。だが、サプライサイド政策によってモノの値段は低下し、これまでより安くモノが買えるようになる。これなら、税率は上がってもモノの値段自体が安くなるのだから今よりモノを消費するようになるのではないだろうか。本来今まで述べてきたサプライサイド政策の目的は、モノの値段をさげ、消費する意欲を増やすことにある。
極端な言い方だが、消費税5％の時は10000円のモノを買うと10500円であった。消費税率が7％になると10700円になる。しかし、物価が5％下落して10000円のモノが9500円になると税率７％でも10165円になる。これは消費税が5％の時よりも335円モノを安く買えることになる。物価が5%以上下落する保障はないが、たとえ物価が5％も下落しなかったとしても大型の所得税減税である。給与所得も今までより多くなる。したがって、消費税をあげても物価の下落で消費は拡大するのではないだろうか。
（３）　③、④　経済的勝者と累進課税、そして勝者を生み出す規制緩和について
経済的勝者の多くは競争に勝った人のことである。この勝者のほとんどは社会に新たな価値を作り、私たちを豊かにしてくれた人のことである。私たちを幸せにしてくれた勝者を冷遇する累進課税は、勝者にやる気を無くさせるのではないだろうか。そのことは社会全体にとって不利益になる。勝者の多くは、次の価値を生み出すためのやる気と能力があるからだ。ここでは、規制緩和を税制と制度的なものから考察したい。

それでは、勝者や勝者になりたい人にやる気を出させるにはどうしたらよいのだろうか。ここでも、レーガンはヒントを与えてくれた。キャピタル・ゲイン税率の引き下げである。日本のキャピタル・ゲイン課税は、投資家が自己申告する申告分離方式と常に一定の利益を得ていると想定して課税する源泉分離方式がある。申告分離方式では、売却益から売却損を差し引いた年間の投資利益に対して国税20％、地方税6％の合計26％の税が課せられる。そして、源泉分離方式では1.05％の税が課せられる。これは、96年に有価証券取引税の税率が0.3％から0.21％に引き下げられたためだ。だが、2001年3月31日をもってこの源泉分離方式は廃止された。

源泉分離方式の撤廃は評価すべき点ではあるが、申告分離方式での税率は少し高すぎないか。利益の26％を税金で持っていかれては、投資というリスクに対する報酬は少なくならないか。本来、ベンチャー企業や企業に対する投資はリスクがあるものである。企業はいつ倒産するか分からない。そこに出資するのである。一般に、そのリスクに対して投資を行っている人の目的は、自分の財産を増やすためである。だが、投資にはこのような自分の財産を増やすという個人の目的以外に、社会的に一つの大きな目的がある。それは、企業を育てることである。言い換えれば、企業を育てようとしている人を応援することである。企業を設立したり、規模を拡大したりしようとする人は、社会に新しい付加価値と利益をもたらそうとしてくれる人である。つまり、新しいサービスや新しい雇用を創出してくれる人のことである。投資にはこのような人を資金面で応援する目的もある。新しいサービスは我々にさらなる利便をもたらしてくれる。新しい雇用は失業を減らし、人々に所得を与えることが出来る。

　企業にはこのような社会的役割がある。投資を通してその人を応援する。投資によって、新しい雇用を生み出し、社会に有益な価値を生み出す人を応援しようとするのだ。そして、もちろん投資にはリスクもある。こういった点から、リスクに挑戦し、企業家を応援した人たちの利益を高い税金によって持っていくのはいかがなものであろうか。これでは、社会に新しい価値と雇用を生み出そうとする人を応援する人は少なくなったり、そのことにやる気を感じなくなったりしてしまう。これでは、経済を回復することも、新しい雇用を生み出すこと(失業対策)も出来ない。

　そこで、投資に関する税制でも改革が必要になってくる。先に述べたキャピタル・ゲインの更なる減税が必要になってくる。この26％という税率を9％にするのはどうだろうか。国には20％→7%、地方には6%→2%というのはどうだろうか。

　これで企業設立というリスクの高い投資に対するリターンは高いということを税制によって証明することが出来る。これで企業への投資は促進されるのではないだろうか。また、この税金の埋め合わせも（２）節で示したA,B,Cの3つの埋め合わせ案で対応したい。

ただ、このような一連の税制改革は、本レポートで国債による埋め合わせを主張していように、一般に『恒久減税は結局赤字国債に依存してしまい、税制改革が税制をゆがめる』という指摘がある。だが、今の日本に必要なのは新たな価値創造である。その価値創造を助長する政策は多方面で様々な問題を浮き彫りにさせるが、現代日本の最優先事項としてとらえ、これを推進する政策を積極的に行っていく必要があるのではないだろうか。これこそが最大の雇用対策、そして規制緩和、さらには、経済的勝者を応援し、育てる方策であると感じる。
制度的な規制の緩和も考察しなければならない。現在、大幅に規制の撤廃が進んでいる分野がある。金融の分野である。これは、1998年の外国為替管理法の改正によって始まった。この法律の改正によって、①内外資本取引の自由化、②外国為替取引の許可制度の廃止、③外貨両替商制度の廃止、④外国への直接投資の事前届出制度の廃止、⑤外国為替取引の自由化、⑥誰もが自由に外国の金融機関と取引できるなどのことができるようになった。さらに、自由化を進めるべき分野に、電力供給の自由化、法曹人口の拡大などが挙げられるのではないだろうか。

また、最近ではNTTの分割について議論が行われているが、NTTについては、電話線を無料で開放するのはどうだろうか。現在、電話線はNTTが完全に掌握した状態になっており、KDDIなどの第2電電はNTTに使用料を払うことで市内や市外の通話サービスを実施している。通信会社の競争促進と電話料金の値下げのために、電話線の使用料を完全に無料にしてしまうのもよいのではないだろうか。電話線(電信柱)は民営化以前に立てられたものであってNTTがたてたのではない。無料開放は出来るはずだ。さらに、電話線にこだわらずインターネット通話など新たなツールの構築も必要である。この技術は発展段階にあるのでさらなる技術革新を推進していく必要がある。NTTを分割すれば日本の国際競争力が損なわれるという意見があるが、政府による保護によって守られた企業の多くは非効率で今までに多くの政府系企業が民営化されてきた(JR,JTなど)歴史を見ると、到底、外国企業との競争に勝てるとは考えられない。NTTもKDDIも市場で対等に勝負して初めて競争力をつけることができるのではないだろうか。

以上、規制緩和を２つの側面から考察してきたが、こうした方策を実行すれば、必ず企業は競争力をつけ雇用が回復して、日本に新たな価値が生まれ、経済が回復するのではないだろうか。
（４）　⑤セーフティーネットの確立と質の高い労働者育成
規制緩和と同時に行わなければならないことは、セーフティーネットの確立である。アメリカやイギリスなど、規制の撤廃を行った国では、短期的に失業率が上昇している。これは、競争に負けた人が失業して所得がない状態を意味している。日本でも今後、このような現象が起きるかもしれない。このような人をそのままにしておくことはただ単に貧富の格差を広げるだけで、本当の意味の改革にはならない。これらの人がこれから供給や需要が増えるような仕事に就けるかどうかがこの改革の一番重要なポイントになる。
そこで、新しい産業で戦力になる労働者に育成するためのサービスの提供が必要になってくる。現在、この種のサービスを提供しているものに厚生労働省が管理している教育訓練給付制度がある。この制度は、労働者の能力の向上を支援し、雇用の安定と再就職の促進を図ることを目的とする雇用保険のことで、一定の条件を満たす雇用保険の一般被保険者や一般被保険者であった人が、厚生労働大臣の指定する教育訓練を受講し修了した場合、本人が支払った費用の80％に相当する額（上限30万円）をハローワークから支給するという制度のことである。3　この制度を厚生労働省（労働省）が公開しているデータから考察すると、これは現在日本が抱えている失業率の増加や雇用のミスマッチを克服するためにはじめたことがわかる。
この制度の最大の長所は、各個人に学ぶ機会を与えて、勤勉意欲を高めようとしているところである。政府が今後の経済政策として、本レポート述べてきたような経済政策を実行しようとするなら、この制度は今後も続けてもらいたい。この制度は、労働者のスキルアップにつながったり、雇用を安定させたり、再就職を促したりする要素になるからだ。先に示した、競争に負けた人にもう一度チャンスを与えたり、これから伸びるであろう産業に向かわせたりすることにも大きな貢献をしてくれるのではないだろうか。
さらに、森前内閣総理大臣が2001年1月22日にIT戦略本部で決定したｅ-Ｊａｐａｎ戦略も大きな貢献をするだろう。ｅ-Ｊａｐａｎ戦略では、今後５年間で日本を世界最先端のIT国家にすることを目標にしている。これも教育訓練給付制度同様、国民一人一人にＩＴについて学ぶ機会を与え、しかも、比較的低い価格で提供しているという点からみて、雇用やセーフティーネットに大きな貢献をするであろう。
実際に宇都宮市では、IT講習の制度を設け、受講者を公募し抽選によって受講者を決定している。費用はテキスト代のみで1050円であった。今後も、政府にはこのようなサービスを自治体と協力して提供していただきたい。
さらに、ＩＴというこれからの時代を担うであろう産業の育成を奨励することは、雇用だけでなく、国の経済戦略やグローバリゼーションへの対応にも多大な貢献をするのではないだろうか。このようなことは国にしかできない。教育訓練給付制度やｅ-Ｊａｐａｎ戦略では費用の大部分を国が支払ってくれる。国民一人一人に公平に機会を与える事業を行うことも国の重要な機能の一つではないだろうか。
（５）　本レポートの総括
日本は、インフレ抑制を重視し、強いアメリカを作り上げたレーガノミクスを大いに参考にすべきではないだろうか。レーガノミクスにおける「規制緩和」と、「小さな政府」には日本にもアメリカと同じようなメリットをもたらすのではないだろうか。なぜなら、今の日本が抱えている行政改革、財政政策はレーガンが実行した諸制度の改革にかなり類似しているからである。 

そして、これからの政府は、市場経済における短期的な弊害を解消するための組織になる必要がある。政府は市場で起きる短期的な障害をできるだけ少ないコストで解消する機能を有する組織になるべきだ。それは、一時的な円高・円安や一時的なインフレ・デフレの調整などである。
さらに、短期的な障害を解消する機能とともに、経済活動と同時に発生する負の要素を解消する機能も持つ必要がある。それは、セーフティーネットを拡充したり、環境問題、大気汚染に環境税などの税制の面で規制を加えたりするという機能である。こうした問題は政府が取り組まないと市場だけでは解決できない。
自由な市場では、市場に任せておけば新規参入が起こり、長期的に見れば消費者の利益になるように導いてくれる。市場では淘汰が起こる。そしてそのような市場は、一国から全世界に広がろうとしている。90年代のアメリカ経済の中心はＩＴだった。そしてそこには、自由で競争が活発な市場があった。 アメリカの軍事技術の民間への移転は、IT革命を引き起こした。レーガノミクスは自由な市場を作り、それがグローバリゼーションになり世界に単一の市場を作り上げた。
だが、1999年にシアトルで行われたWTOの会議や2001年に開かれたダボスの経済会議を妨害する行動を見せた団体が存在していることからも分かるように、グローバリゼーションに対する反動や反対勢力もある。グローバリゼーションの進行に対しては賛否両論がある。
しかし、こう言いたい。『グローバリゼーションには長所短所があるだろうが、経済のグローバル化には圧倒的なメリットがある』ということを。それは自由貿易が促進するということである。日本を含め、世界は自由貿易によって巨大な利益を得ることができた。今後も自由貿易を維持し、さらに発展させていくような形になっていってもらいたい。4
復活した日本経済はこれに大きな貢献をするだろう。一刻も早く日本経済を再建し、日本経済のさらなる拡大と国際秩序の安定のための貢献を積極的に行う必要がある。
日本経済の拠点は、東南アジアを含む東アジアであり、日本はこの地域のリーダーでもある。日本企業の多くは80年代の円高の影響を受けて東アジア各国に生産の拠点を移している。また、NIESやASEANなど、経済成長が著しく、日本との通商関係が深い国や地域も多い。この地域は日本と日本企業の存在無くして生き残れないはずだ。もちろん、逆の言い方もできる。そういった点から、この地域における日本の役割は大きい。
　日本のこの地域におけるリーダーとしての相互依存の深化を目的とする様々な貢献は、単に日本経済や日本企業の優位を確保するだけに留まらず、東アジア全体の秩序の安定にも繋がる。このような貢献も今後の日本の通商戦略として必要不可欠なものではないだろうか。
　アジアには問題も存在する。代表的なものが中国である。中国に対しては、経済や軍事を中心に様々な議論が展開されている。日本が東アジアで中心的な役割を果たそうとするなら中国問題も避けては通れない。最近では、『中国は大きな市場であるから、今後も積極的に経済交流を促進すべきだ。』という意見が大勢になっている。しかし、本当にそれでよいのだろうか。中国が他国に与えている脅威や負の部分を無視してことを進行させることは本当の意味での相互依存や友好にならないと感じる。現在、中国は異常な軍拡やチベットに対する弾圧行為を行っている恐れがあり、また、法整備の面からは、特許権や工業所有権の法整備が進んでいないために、企業間の契約における衝突やリーバス・エンジニアリングといった特許権の侵害、さらには、CDや映画などの著作物の海賊版が大量に市場に出回っているという事態が起きている。これでは、進出した日本企業が不利益をこうむるだけである。さらには、周辺国の国益や中国に進出している他国の企業の利益も脅かされるに違いない。
これらの要素を考慮せずに中国と交流を続けることは問題である。具体的な対策を考えなければならない。そのため対策として、チベットへの弾圧疑惑や軍拡に対してはODAの額の削減やODAそのものの停止、企業活動の面からは、法整備の拡充を行わない限りは日本企業の中国進出を規制するなどの措置を取るというのはどうだろうか。中国をパートナーとして捉え、中国と友好関係を構築しようとするのなら、このようなムチの要素も相互依存、日中友好のためには必要不可欠である。さらに、これらの行動を実行することによって世界の日本に対する信用度も増してくるに違いない。
経済のグローバル化は様々な問題を浮き彫りにさせる。アジア・太平洋の地域では、今後浮き彫りになるであろう諸問題について、日本が積極的に問題解決に貢献していく責務があるように感じる。このような貢献は日本経済の安定化、経済のさらなる拡大のためにも必要不可欠なものではないだろうか。
経済の分野では、グローバリゼーションは確実に進行している。そして、この動きは止まらないだろう。このことに関しては様々な議論があるが、経済のグローバル化は世界中の市場を一つにした。自由貿易によって世界各国は膨大な利益を享受することができた。日本もこの市場で大きな利益を得ることができる。この動きに乗り遅れないためにも、日本経済を早急に再建する必要がある。
現在、日本経済はなかなか不調から抜け出せない状況にある。しかし、本レポートで述べたレーガン政権が行った改革と、サプライサイドを重視した一連の改革を行えば、日本経済は必ず復活すると信じている。

本レポートは、現在日本が抱えている課題についてその背景を調査し、その解決方法、今後の展開、国際的な視野での日本経済を考察する目的で書いたものである。
私は、日本を自由な経済活動が行える国にしたい。自由な経済活動によって私たちは以前より質がよいサービスを享受することができるようになる。このような日本を創るために、私は国家のために何をしなければならないのだろうか。今後もこのような疑問をもって様々な問題に対して様々な角度からのアプローチを行いたい。我々は、共同体としての国家のあり方を問い直し、日本という国のビジョンを再検討するときがきているのではないだろうか。
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